
 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本市の人口は、年々減少を続け、昭和 60 年には、31,985 人と３万人を超えてい

たものの、平成７年には３万人をきり、令和２年には 24,391人で、令和 14年（2032

年）に目標人口として、21,800 人と定めている。生産年齢人口は昭和 60 年には

20,593 人で全体の 64.4％であったものの、令和２年で 12,298 人と全体の 50.4％

で、今後も少子高齢化が進みさらに減少していくと予測される。 

  また、本市の産業構造は、第１次産業 552人 5.2％、第２次産業 3,268人 31.1％、

第３次産業 6,438 人 61.2％となっている。部門別にみると第１次産業の割合は全

国平均を２ポイント程度上回っているものの、30 年前と比べると大きく減少して

いる。第２次産業の割合については全国平均を８ポイント程度上回り、概ね 30％代

前半で推移している。第３次産業の割合は年々増加しているが、全国平均を９ポイ

ント程度下回っている。産業大分類別に見ると「製造業」分野に 26.1％が従事し、

次いで「医療、福祉」分野に 18.0％、「卸売業、小売業」分野に 12.7％となってい

る。 

  このような中、本市の企業の大半が中小企業で、人手不足、後継者不足等の課題

に直面しており、中小企業の生産性の向上は急務である。今後予想される更なる人

手不足に対応できる事業基盤を構築することが中小企業の更なる発展はもとより、

本市の活性化のために不可欠であることから、国の施策を活用し、中小企業者の支

援を行う。 

 

（２）目標 

  中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、本市の更なる経済発展を目指す。 

  この目標を実現するために、計画期間中２０件程度の先端設備等導入計画の認定

を目標とする。  

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標

とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 本計画において定める先端設備等の種類について、本市の産業は製造業、医療・

福祉、卸売業、小売業をはじめとした多様な業種で構成されている。本市商工業全 

体の成長と中小企業者による幅広い取組を促すため、中小企業等経営強化法施行規

則第７条第１項で規定する先端設備等の全てとする。ただし、再生可能エネルギー



電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年８月３０日号外法律第１０８号）

第２条第２項に規定する設備及び付属設備に関しては、事業所等が自己の生産・販

売等に供するために設置すると認められるものに限り、売電のみを目的とする設備

は対象外とする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  豊前市の産業は、中心市街地、臨海エリア、山間部と広域に立地している。これ

らの地域で、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象区域は、

豊前市全域とする。 

   

（２）対象業種・事業 

  豊前市の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が

豊前市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を

実現する必要がある。また、生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、

自動化の推進、ＩＴ導入による業務効率化、省エネの推進等多様である。したがっ

て、本計画において対象とする業種・事業は、全業種・全事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

導入促進基本計画の計画期間は、国が本計画を同意した日から２年間（令和７年

８月１日～令和９年７月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

  先端設備等導入計画は、３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

① 人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない、設備導入に伴う人員増

が労働生産性の評価に当たって不利にならない等、雇用の安定に配慮する。 

② 公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては、

計画認定の対象としない等、健全な地域社会の発展に配慮する。 

③ 市税を滞納している者については、計画認定の対象としない等、納税の円滑化

及び公平性に配慮する。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


